
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 717 商工振興経費
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 07 商工費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

45 住む人にとって魅力ある商店・商店街をつくる
項 01 商工費

中小商工業者指導件数 件
目標 ― 目標 5,800

6,800 7,000
目 02 商工振興費 実績 5,782 実績 6,677

施　策 5 商業活動の促進
細目 101 商工業振興経費

小規模事業資金融資制度保証料補助件数 件
目標 ― 目標 97

270 270
細々目 01 商工振興経費 実績 32 実績 97

基本計画該当頁 168 行革大綱の重点事項番号 ６－３・３ 目標 ― 目標

担当部課
コード １６０２００ 評価者

氏　名
川崎末博 連絡先

22 - 9672 実績 実績

名称 産業振興部商工政策課 (内線) 2750

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

商工会議所、商工会、市内中小商工業者
商工会議所及び商工会を通じ商工業の育成と振興を図ることによ
り商工業が活性化する。また、中小商工業者に対し、事業資金借
り入れに伴う保証料又は借入利子一部を補給することにより、経
営基盤の安定化を目指す。

商工会議所・商工会会員数 所
目標 2,538 目標 2,585

2,550 2,600
実績 2,538 実績 2,494
目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 伊賀市補助金交付規則

開始年度 平成 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
商工会議所及び商工会の事業運営に助成を行う。
中小商工業者に、事業資金借入に伴う保証料又は利子補給を
行う。

年度年度 平成

状
況
変
化
等

中小商工業者への事業資金借入の保証料等補給制度の
利用者が増加しており、財政事情から補給額の見直しを
行った。
行政改革大綱による補助金等の見直しに伴い、平成19年
度までに約２０％の削減した。

必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
商工会議所・商工会が行う中小商工業者への経営指導等事業に対する支援を行うことにより、中小商工業者の育成が図
られる。
また、中小商工業者が資金調達を円滑にするための支援措置は、今後も必要である。

有効性 3
中小商工業者の経営の健全化及び活性化が図れる。

達成度 4
達成できた。
前年度と比較して、商工業者への経営指導件数が増えた。

効率性 3
商工業者への唯一の金融支援対策である三重県小規模事業資金融資制度については、中小商工業者の利用者が増え
ることにより、補助金額が増加しコストの縮減は難しいが、その反面利用者が増えるということは、商工業者の設備投資な
どによる事業活動が活性化しているといえる。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

Ａ

総合評価

現状維持

事業の方向性

中小商工業者の経営の安定化・活性化を図るため、商工会議所及び商工会と連携しより良い施策を検討する必要がある。

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
商業後継者育成事業委託 700 商業後継者育成事業委託 630 商業後継者育成事業委託 460 商業後継者育成事業委託 300 商業後継者育成事業委託 300 商業後継者育成事業委託 300
中小企業相談業務負担金 4,000 中小企業相談業務負担金 4,000 中小企業相談業務負担金 4,000 中小企業相談業務負担金 4,000 中小企業相談業務負担金 4,000 中小企業相談業務負担金 4,000

工事

商工会議所事業費補助 2,000 商工会議所事業費補助 2,000 商工会議所事業費補助 2,000 商工会議所事業費補助 2,000 商工会議所事業費補助 2,000 商工会議所事業費補助 2,000
商工会事業費補助 40,009 商工会事業費補助 33,038 商工会事業費補助 30,674 商工会事業費補助 28,303 商工会事業費補助 28,303 商工会事業費補助 28,303
地域振興活性化事業補助 2,000 地域振興活性化事業補助 1,000 地域振興活性化事業補助 1,000 地域振興活性化事業補助 1,000 地域振興活性化事業補助 1,000 地域振興活性化事業補助 1,000
利子補給及び保証料補助 7,263 利子補給及び保証料補助 15,919 利子補給及び保証料補助 40,500 利子補給及び保証料補助 40,500 利子補給及び保証料補助 40,500 利子補給及び保証料補助 40,500

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 55,972 事業費計(A) 　 Σ 56,587 事業費計(A) 　 Σ 78,634 事業費計(A) 　 Σ 76,103 事業費計(A) 　 Σ 76,103 事業費計(A) 　 Σ 76,103

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 63,172 63,787 85,834 83,303 83,303 83,303

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 55,972 56,587 78,634 76,103 76,103 76,103

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 55,972 56,587 78,634 76,103 76,103 76,103
計 55,972 56,587 78,634 76,103 76,103 76,103

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


	商工振興経費

